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 （注）１ 当社は、米国において一般に認められた会計原則に基づき四半期連結財務諸表を作成しています。 

        また、四半期連結財務諸表の金額の表示は、百万円未満を四捨五入して記載しています。 

２ 当社は、平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書810「連結」を適用し、過年度の四

半期連結財務諸表及び連結財務諸表を一部組み替えて表示しています。 

３ 当社は、四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。 

４ 売上高には、消費税及び地方消費税は含まれていません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第55期

前第２四半期
連結累計期間

第56期
当第２四半期
連結累計期間

第55期
前第２四半期
連結会計期間

第56期 
当第２四半期 
連結会計期間 

第55期

会計期間 

自 平成20年
４月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成21年
４月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成20年
７月１日 

至 平成20年 
９月30日 

自 平成21年 
７月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成20年
４月１日 

至 平成21年 
３月31日 

売上高          （百万円)  658,717  483,903  326,959  258,502  1,128,586

税引前四半期（当期）純利益（百万円)  74,008  17,148  37,103  16,445  55,982

当社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益      （百万円) 

 45,249  8,728  23,287  9,188  29,506

株主資本         （百万円) － －  1,478,841  1,322,574  1,323,663

総資産額         （百万円) － －  1,990,315  1,792,604  1,773,802

１株当たり株主資本      （円） － －  7,792.14  7,206.51  7,212.32

基本的１株当たり当社株主に帰属する 
 四半期（当期）純利益          (円） 

 238.63  47.56  122.73  50.06  157.27

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益         （円） 

 238.52  47.56  122.70  50.06  157.23

株主資本比率         （％） － －  74.3  73.8  74.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー    （百万円) 

 67,480  67,806 － －  97,794

投資活動による 
キャッシュ・フロー    （百万円) 

 △166,912  △5,004 － －  △201,444

財務活動による 
キャッシュ・フロー    （百万円) 

 △14,191  △23,133 － －  △62,930

現金及び現金等価物の 
 四半期末（期末）残高    （百万円) 

－ －  335,826  299,628  269,247

従業員数           （人） － －  67,626  61,062  59,514

2009/11/12 20:52:2209591495_第２四半期報告書_20091112205125



 当第２四半期連結会計期間末現在、当社の事業は、当社、連結子会社204社、持分法適用子会社２社、並びに持分

法適用関連会社11社により行われています。また、当社の事業の内容は、「ファインセラミック部品関連事業」、

「半導体部品関連事業」、「ファインセラミック応用品関連事業」、「電子デバイス関連事業」、「通信機器関連事

業」、「情報機器関連事業」並びに「その他の事業」の７つのレポーティングセグメントに区分されます。 

 なお、当社は、連結の範囲の決定、持分法の適用、並びにレポーティングセグメントの区分について、米国におい

て一般に認められた会計原則に準拠しています。「第２ 事業の状況」及び「第３ 設備の状況」についても、同様

の区分に基づき開示しています。 

 当第２四半期連結会計期間において、当社の主な事業内容に重要な変更はありません。主要な関係会社の異動につ

いては、次のとおりです。 

 通信機器関連事業  

 平成21年９月29日、当社の連結子会社であるKYOCERA WIRELESS CORP. は、KYOCERA WIRELESS (INDIA) PVT. 

LTD. の株式を譲渡しました。これによりKYOCERA WIRELESS (INDIA) PVT. LTD.は当社の連結子会社から除外され

ました。 

「２ 事業の内容」に記載のとおり、当第２四半期連結会計期間において、次の連結子会社を譲渡しました。  

（注）議決権の所有割合（  ）内は、間接所有割合を内数で記載しています。 

(1）連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数です。 

(2）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数です。  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 
主要な 

事業の内容 

議決権の 

所有割合

（％） 

関係内容 

役員の 

兼任 
資金援助 営業上の取引 

設備の 

賃貸借 

 KYOCERA WIRELESS 

 (INDIA) PVT. LTD. 

 Bangalore, 

 India  

 US$ 

千 278

 通信機器に係る 

 研究開発 

  

( ) 

100.00

100.00
有  －  

 当社よりソフト 

 ウェア開発を受託
－  

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

  従業員数（人） 

ファインセラミック部品関連事業  2,883

半導体部品関連事業  9,817

ファインセラミック応用品関連事業  6,500

電子デバイス関連事業  17,971

通信機器関連事業  4,436

情報機器関連事業  12,748

その他の事業  5,068

本社部門  1,639

合計  61,062

  平成21年９月30日現在

従業員数（人）  14,245
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(1) 生産実績 

  

(2) 受注実績 

  

 なお、販売の状況については、「４ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」において記載

しています。  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

  （百万円）

 生産高(販売価格基準）

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 増減率 

 （％）  

金 額
構成比

 （％）  
金 額  

構成比 
 （％）  

  ファインセラミック部品関連事業  18,025  5.8  11,707  4.6  △35.1

  半導体部品関連事業  39,756  12.8  35,317  13.7  △11.2

  ファインセラミック応用品関連事業  46,640  15.0  35,611  13.9  △23.6

  電子デバイス関連事業  62,973  20.2  49,331  19.2  △21.7

部品事業計  167,394  53.8  131,966  51.4  △21.2

  通信機器関連事業  59,839  19.2  43,853  17.1  △26.7

  情報機器関連事業  59,268  19.1  58,035  22.6  △2.1

機器事業計  119,107  38.3  101,888  39.7  △14.5

その他の事業  24,388  7.9  22,834  8.9  △6.4

 生産高計  310,889  100.0  256,688  100.0  △17.4

  （百万円）

 受注高 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 増減率 

 （％）  

金 額
構成比
（％） 

金 額 
構成比 
（％） 

  ファインセラミック部品関連事業  18,033  5.7  12,723  4.6  △29.4

  半導体部品関連事業  39,300  12.3  35,540  12.7  △9.6

  ファインセラミック応用品関連事業  47,578  14.9  38,672  13.8  △18.7

  電子デバイス関連事業  70,338  22.0  55,094  19.7  △21.7

部品事業計  175,249  54.9  142,029  50.8  △19.0

  通信機器関連事業  52,246  16.4  54,911  19.6  5.1

  情報機器関連事業  64,201  20.1  57,334  20.5  △10.7

機器事業計  116,447  36.5  112,245  40.1  △3.6

その他の事業  33,051  10.4  31,195  11.1  △5.6

調整及び消去  △5,809  △1.8  △5,616  △2.0  －

受注高計  318,938  100.0  279,853  100.0  △12.3
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 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

(1) 業績等の状況  

  

 当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日）の海外経済は、各国の景気対策や金融政

策に牽引され、企業の生産活動は拡大傾向となり、景気は回復基調で推移しました。国内経済は、製造業における

在庫調整の一巡や輸出の増加に加え、景気対策を背景に個人消費にも一部持ち直しの兆しが見られました。しか

し、民間設備投資は依然として低水準で推移し、景気回復は緩やかなものに留まりました。 

 このような経済環境の中、当社グループの主要市場であるデジタルコンシューマ機器市場においては、携帯電話

端末やパーソナルコンピュータ等の生産活動が回復しました。これに伴い、これらの機器向けの部品需要は増加し

ましたが本格回復には至らず、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日）に比べ低い

水準で推移し、厳しい事業環境が続きました。 

 部品事業の売上減少に加え、国内外での携帯電話端末の販売減少や情報化投資の抑制等の影響による情報機器の

売上減少、さらに欧米通貨に対する円高の影響により、当第２四半期連結会計期間の売上高は、前第２四半期連結

会計期間に比べ20.9％減少の258,502百万円となりました。 

 売上が大きく減少するなか、グループを挙げて製造原価の低減等を含めた徹底したコスト削減や生産性の向上に

努めましたが、営業利益は、前第２四半期連結会計期間に比べ57.9％減少の14,430百万円となりました。また、税

引前四半期純利益は前第２四半期連結会計期間に比べ55.7％減少の16,445百万円、当社株主に帰属する四半期純利

益は、前第２四半期連結会計期間に比べ60.5％減少の9,188百万円となりました。  

 当第２四半期連結会計期間の平均為替レートは対米ドル94円、対ユーロ134円であり、それぞれ前第２四半期連

結会計期間に比べ14円（約13％）、28円（約17％）の円高となりました。この円高の影響により、当第２四半期連

結会計期間の邦貨換算後の売上高は約26,000百万円、税引前四半期純利益は約8,000百万円、前第２四半期連結会

計期間に比べ押し下げられることとなりました。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  （百万円）

  

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 増減率

（％） 

金 額
売上高比
（％） 

金 額 
売上高比 
（％） 

売上高  326,959  100.0  258,502  100.0  △20.9

営業利益  34,267  10.5  14,430  5.6  △57.9

税引前四半期純利益  37,103  11.3  16,445  6.4  △55.7

当社株主に帰属する四半期純利益  23,287  7.1  9,188  3.6  △60.5

希薄化後１株当たり当社株主に帰属する

四半期純利益             （円） 
 122.70 －  50.06 － － 

米ドル平均為替レート          （円）  108 －  94 － － 

ユーロ平均為替レート          （円）  162 －  134 － － 
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〔レポーティングセグメントの状況〕 

  

  （百万円）

 売上高 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 増減率

（％） 

金 額
構成比
（％） 

金 額  
構成比 
（％） 

  ファインセラミック部品関連事業  18,569  5.7  12,254  4.8  △34.0

  半導体部品関連事業  41,105  12.6  34,138  13.2  △16.9

  ファインセラミック応用品関連事業  45,090  13.8  37,012  14.3  △17.9

  電子デバイス関連事業  70,304  21.5  49,089  19.0  △30.2

 部品事業計  175,068  53.6  132,493  51.3  △24.3

  通信機器関連事業  59,423  18.2  42,946  16.6  △27.7

  情報機器関連事業  64,623  19.7  57,395  22.2  △11.2

 機器事業計  124,046  37.9  100,341  38.8  △19.1

その他の事業  34,128  10.4  31,006  12.0  △9.1

調整及び消去  △6,283  △1.9  △5,338  △2.1 － 

 売上高計  326,959  100.0  258,502  100.0  △20.9

  （百万円）

税引前四半期純利益 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 増減率

（％） 

金 額
売上高比
（％） 

金 額  
売上高比 
（％） 

  ファインセラミック部品関連事業  1,086  5.8  △783 － － 

  半導体部品関連事業  4,527  11.0  2,785  8.2  △38.5

  ファインセラミック応用品関連事業  11,421  25.3  3,239  8.8  △71.6

  電子デバイス関連事業  804  1.1  2,591  5.3  222.3

 部品事業計  17,838  10.2  7,832  5.9  △56.1

  通信機器関連事業  △3,524 －  △2,145 － － 

  情報機器関連事業  5,312  8.2  6,262  10.9  17.9

 機器事業計  1,788  1.4  4,117  4.1  130.3

その他の事業  13,326  39.0  1,824  5.9  △86.3

 事業利益（△損失）計  32,952  10.1  13,773  5.3  △58.2

本社部門損益  2,054 －  2,201 －  7.2

持分法投資損益  2,073 －  420 －  △79.7

調整及び消去  24 －  51 －  112.5

税引前四半期純利益  37,103  11.3  16,445  6.4  △55.7
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 レポーティングセグメント別の業績は、以下のとおりです。 

① ファインセラミック部品関連事業 

  LED用サファイア基板等のデジタルコンシューマ機器向けの部品需要は回復基調で推移したものの、前第２四半

期連結会計期間に比較すると減少しました。また、在庫調整の一巡に伴い半導体製造装置用部品や自動車関連部

品の需要は回復の兆しを見せたものの、前第２四半期連結会計期間に比較すると低水準で推移しました。結果と

して、売上高、事業利益ともに、前第２四半期連結会計期間を下回りました。 

 ② 半導体部品関連事業 

 携帯電話端末やデジタルカメラ等の生産の回復に伴い、水晶／SAWデバイス用セラミックパッケージやCCD／

CMOSイメージセンサー用セラミックパッケージを中心に需要は回復基調で推移しました。しかし、需要が旺盛で

あった前第２四半期連結会計期間の水準には至らず、減収減益となりました。 

③ ファインセラミック応用品関連事業 

 ソーラーエネルギー事業については、政府の補助政策により国内での需要が急拡大し、販売が好調に推移しま

した。しかし、欧米での需要の伸び悩みや販売価格の下落に加え、円高の影響もあり、同事業の売上高及び事業

利益は前第２四半期連結会計期間を下回りました。また、自動車関連産業の生産活動が低水準で推移したため、

切削工具事業の売上高及び事業利益も減少したことにより、前第２四半期連結会計期間に比べセグメント全体で

減収減益となりました。 

 ④ 電子デバイス関連事業 

 デジタルコンシューマ機器の在庫調整の一巡に伴う生産活動の回復により、セラミックコンデンサをはじめ水

晶関連製品やコネクタ等の需要は増加しましたが、前第２四半期連結会計期間の水準には至らず、売上高は減少

しました。事業利益は、前第２四半期連結会計期間において計上した一部の長期性資産の減損損失が、当第２四

半期連結会計期間にはないことを主因として、前第２四半期連結会計期間と比べ増加しました。 

⑤ 通信機器関連事業 

 国内の携帯電話端末の買い替え需要が減少したことに加え、米国での個人消費の減退と当社新製品の端境期の

影響により、携帯電話端末の販売が減少し、売上高は前第２四半期連結会計期間に比べ減少しました。今後の収

益性向上を図るため、開発体制の再編を含めた合理化や徹底したコスト削減を図った結果、事業損失は前第２四

半期連結会計期間に比べ縮小しました。 

   ⑥ 情報機器関連事業 

 情報化投資の大幅な抑制による世界的な需要の低迷に加え、販売価格の下落や円高の影響により、売上高は前

第２四半期連結会計期間に比べ減少しました。事業利益は、海外において不動産の売却による利益を計上したこ

とにより、前第２四半期連結会計期間に比べ増加しました。 

⑦ その他の事業 

 企業の投資抑制の影響を受け、ICT（情報通信技術）事業や通信エンジニアリング事業の売上が減少したことに

加え、各種電子機器の生産低迷により、電子部品材料の需要が鈍化したこと等により、売上高は前第２四半期連

結会計期間に比べ減少しました。事業利益は、前第２四半期連結会計期間に不動産の売却に伴う利益10,557百万

円を計上していたことを主因に、前第２四半期連結会計期間に比べ減少しました。 
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 〔地域別売上高〕 

   

① 日本向け売上高 

  ファインセラミック応用品関連事業に含まれるソーラーエネルギー事業は、政府の補助政策の効果により需要

が拡大したことから売上が増加しました。しかし、通信機器関連事業の携帯電話端末やファインセラミック部品

関連事業の売上が減少したことを主因に、前第２四半期連結会計期間に比べ減収となりました。 

② 欧州向け売上高 

 世界的な景気低迷の影響を受け事業環境が悪化し、ファインセラミック応用品関連事業のソーラーエネルギー

事業や情報機器関連事業の売上が減少したこと及び円高の影響により、前第２四半期連結会計期間に比べ減収と

なりました。 

③ 米国向け売上高 

 販売機種数の減少により通信機器関連事業の携帯電話端末の売上が減少したことに加え、電子デバイス関連事

業における需要の減少により、前第２四半期連結会計期間に比べ減収となりました。 

④ アジア向け売上高 

  事業環境の悪化から電子デバイス関連事業の売上が減少したことを主因として、前第２四半期連結会計期間に

比べ減収となりました。 

 ⑤ その他の地域向け売上高 

  通信機器関連事業の携帯電話端末の売上が減少したことを主因として、前第２四半期連結会計期間に比べ減収

となりました。 

  （百万円）

 地域別売上高 

前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

増減率 
 （％）  

金 額
構成比

 （％）  
金 額 

構成比 
 （％）  

日本  129,333    39.6  111,702  43.2  △13.6

欧州  61,132    18.7  49,607  19.2  △18.9

米国  56,225    17.2  41,950  16.2  △25.4

アジア  58,657  17.9  43,215  16.7  △26.3

その他の地域  21,612    6.6  12,028  4.7  △44.3

売上高計  326,959  100.0  258,502  100.0  △20.9
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(2) キャッシュ・フローの状況  

 ① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

  当第２四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・インは、前第２四半期連結会計期間の26,842

百万円に比べ、14,172百万円増加し、41,014百万円となりました。前第２四半期連結会計期間に比べ、非支配持

分帰属損益控除前四半期純利益は減少しましたが、前第２四半期連結会計期間に減少した支払債務が、当第２四

半期連結会計期間において大幅に増加したことにより、営業活動によるキャッシュ・インは増加しました。 

 ② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

  当第２四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、前第２四半期連結会計期間における6,059

百万円のキャッシュ・インから、1,675百万円のキャッシュ・アウトに転じ、その差額は7,734百万円となりまし

た。これは主に、有形固定資産の購入が減少した一方で、譲渡性預金及び定期預金の預入が解約を上回ったこと

と、不動産の売却収入が大幅に減少したことによるものです。 

 ③ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  当第２四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・アウトは、前第２四半期連結会計期間の1,771

百万円に比べ、6,057百万円増加し7,828百万円となりました。これは主に、短期債務及び長期債務の返済が増加

したことによるものです。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金等価物は、第１四半期連結会計期間末の276,185百万

円から23,443百万円増加し、299,628百万円となりました。 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。また、新

たに発生した課題もありません。 

  (4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間の研究開発費は、前第２四半期連結会計期間の18,448百万円から5,556百万円減少

し、12,892百万円となりました。 

  

  （百万円）

  前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー  26,842  41,014

投資活動によるキャッシュ・フロー  6,059  △1,675

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,771  △7,828

現金及び現金等価物に係る換算差額  △6,985  △8,068

現金及び現金等価物の増加額  24,145  23,443

現金及び現金等価物の期首残高  311,681  276,185

現金及び現金等価物の四半期末残高  335,826  299,628
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  (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

       当社は、主な短期的な資金需要として、事業の拡大のための運転資金、設備投資並びに配当支払などを見込んで

います。当社の短期的な資金調達の源泉は、主に保有現金と営業活動によって獲得した現金です。なお、一部の子

会社は金融機関からの借入により資金調達を行っています。これらの借入は、主にユーロ建、円建並びに米ドル建

で行っています。 

  平成21年10月30日に開催された当社の取締役会において、平成21年９月30日現在の株主に対し、中間配当を実施

することが決議されたことにより、当社は、平成21年12月７日に、１株当たり60円、総額11,011百万円の配当を行

う予定です。 

  当第２四半期連結会計期間末の運転資本は、第１四半期連結会計期間末の702,166百万円から22,220百万円増加

し、724,386百万円となりました。当社は、当第２四半期連結会計期間末において現金及び現金等価物299,628百万

円を保有していることから、将来の予測可能な資金需要に対して不足が生じる事態に直面する懸念は少ないものと

認識しています。 

  今後、市場での需要動向が悪化した場合、製品価格が当社の予想を大きく超えて下落した場合、もしくは為替レ

ートが大幅に変動した場合等には、当社の経営成績や財務状況にも影響が及び、結果として当社の流動性に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

  (6) 重要な顧客 

  前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間において、当社のKDDIグループに対する売上高は、

36,016百万円及び25,408百万円であり、連結売上高に占める割合はそれぞれ11.0％及び9.8％でした。 

  KDDIグループは通信サービスを提供しており、当社はKDDIグループに対して、主に通信機器を販売しています。

当社はKDDI㈱設立時に出資を行い、平成21年９月30日現在、当社の取締役１名がKDDI㈱の取締役となっており、ま

た当社はKDDI㈱の発行する株式の12.76％を保有しています。当社はKDDIグループとの取引において、価格決定、

支払条件並びに製品流通の面において、便宜を与えられることはなく、当社とKDDIグループとの間における全ての

契約は、互いに独立の第三者との契約として締結されています。当社は今後もKDDIグループが重要な顧客であり続

けることを期待しています。 

  

  (7) ㈱ウィルコムにおける産業活力再生特別措置法所定の特定認証紛争解決手続 

平成21年９月24日、当社の関連会社でありPHS事業を営む㈱ウィルコムは、厳しい競争環境の中で、高速モバイ

ルデータ通信を展開していくに当たり、今後の事業再生と事業継続に向けた強固な収益基盤の確立及び財務体質の

抜本的な改善を図るため、産業活力再生特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（以下、事業再生ADR）に基づ

き、事業再生実務家協会に対して、事業再生ADRの申請を行い、受理されました。 

事業再生ADRは、民事再生や会社更生等の裁判所を利用する法的整理とは異なります。事業再生ADRは、円滑な商

取引を続けることが可能な私的整理の柔軟性をベースにしながらも、公正さも加味しつつ当事者間の紛争の解決を

図るため、経済産業大臣から認定を受けた第三者機関である事業再生実務家協会が関与する制度です。 

 当社は、㈱ウィルコムの発行済株式の30％を保有し、当該株式の評価について持分法を適用しています。当社は

㈱ウィルコムに対して、主にPHS端末及びPHS基地局を販売しています。 

当第２四半期連結会計期間末における、当社の㈱ウィルコムに対する投資残高は20,059百万円であり、売掛金残

高は15,557百万円です。また、当社の㈱ウィルコムに対する純売上高は、前第２四半期連結会計期間及び当第２四

半期連結会計期間において、それぞれ6,305百万円及び5,873百万円です。 

投資の公正価値を算定した結果、現時点では著しい毀損が認められなかった事、また、売掛金は㈱ウィルコムの

財政状態や将来キャッシュフローを吟味した結果、現時点では個別に回収不能となる売掛金は認められない事か

ら、事業再生計画案が決議されていない状況も考慮した上で、減損処理もしくは引当金の計上は行っていません。

当第２四半期連結会計期間末時点では、債権者会議による事業再生計画案は決議されておらず、決議される事業

再生計画案の内容によっては、今後、当社の㈱ウィルコムに対する投資と売掛金の評価、及び当社の財政状態ある

いは経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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(1) 主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

   

(2) 設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した設備投資計画に重要な変更はありま

せん。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  600,000,000

計  600,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在
  発行数（株） 

（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  191,309,290  191,309,290

  

株式会社東京証券取引所 

市場第一部 

  

株式会社大阪証券取引所 

市場第一部 

  

ニューヨーク証券取引所 

ADR（米国預託証券）に

よる上場 

  

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

  

単元株式数 100株

計  191,309,290  191,309,290 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【ライツプランの内容】

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
 （株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

 （百万円） 

資本準備金
   残高    
（百万円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日  
 －  191,309,290  －  115,703  －  192,555
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 （注）    平成21年８月６日、当社はドッチ・アンド・コックス（Dodge & Cox)より大量保有報告書の写しの送付を受

け、同社が平成21年７月31日現在で以下のとおり当社の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社

として平成21年９月30日現在における同社の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況では

考慮していません。 

(5)【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号  12,468  6.52

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号  12,002  6.27

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー 

（常任代理人 香港上海銀行） 

米国マサチューセッツ州ボストン 

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
 8,022  4.19

京セラ株式会社 京都市伏見区竹田鳥羽殿町６番地  7,784  4.07

株式会社京都銀行 京都市下京区烏丸通松原上る薬師前町700番地  7,218  3.77

稲盛 和夫 京都市伏見区   6,806  3.56

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号  5,076  2.65

財団法人稲盛財団 京都市下京区烏丸通四条下る水銀屋町620番地  4,680  2.45

ケイアイ興産株式会社 京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町88番地  3,550    1.86

 ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 

東京ビルディング 
 3,024  1.58

計 －  70,631 36.92

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合

（％） 

ドッチ・アンド・コックス 

（Dodge & Cox) 
米国カリフォルニア州サンフランシスコ  7,271    3.80
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①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、㈱証券保管振替機構名義の株式が 株含まれています。

また、「議決権の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれています。 

②【自己株式等】 

(6)【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式      7,784,300
－ 

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

  

単元株式数  100株 

  

完全議決権株式（その他） 普通株式    183,140,900   1,831,409 同上 

単元未満株式 普通株式        384,090 － 単元株式数  100株 

発行済株式総数  191,309,290 － － 

総株主の議決権 －  1,831,409 － 

500

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
（株） 

他人名義
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

京セラ株式会社 
京都市伏見区竹田

鳥羽殿町６番地 
 7,784,300 －  7,784,300  4.07

計 －  7,784,300 －  7,784,300  4.07
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、㈱東京証券取引所市場第一部の株価を記載しています。 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりです。 

  

（1）退任役員  

  

（2）役職の異動 

２【株価の推移】

月別 
平成21年
４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

最高（円）  7,640  8,170  7,790  7,650  7,970  8,500

最低（円）  6,320  7,180  7,090  6,560  7,220  7,510

３【役員の状況】

役名 職名 氏名  退任年月日 

代表取締役副会長 通信機器関連事業本部長 山村 雄三 平成21年８月31日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

執行役員常務  

通信機器関連 

事業本部長 

取締役 

執行役員常務  

通信機器関連 

事業本部副本部長 

山本 康行 平成21年９月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

  当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)第93条の規定により、米国において一般に認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に基づいて

作成しています。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人に

よる四半期レビューを受けています。 

  

第５【経理の状況】

2009/11/12 20:52:2209591495_第２四半期報告書_20091112205125



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

   

当第２四半期
連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円）

（資産の部）                       

Ⅰ 流動資産                       

現金及び現金等価物         299,628        269,247

短期投資 
(注記
  ４,５)

      195,473        202,143

受取手形         11,515        13,750

売掛金 (注記14)       173,420        158,754

貸倒引当金及び 
返品損失引当金        △3,820       △4,669

たな卸資産 (注記６)       184,315        199,641

繰延税金資産         37,033        35,187

その他流動資産 
(注記
 ５,７) 

      70,988        78,263

流動資産合計         968,552        952,316

Ⅱ 投資及び長期貸付金                       

関連会社・非連結子会社に対する 
投資及び長期貸付金 

(注記14)       21,563        19,376

投資有価証券 
及びその他の投資 

(注記
 ４,５) 

      369,624        351,849

投資及び長期貸付金合計         391,187        371,225

Ⅲ 有形固定資産                     

土地         56,892        57,077

建物         284,667        288,460

機械器具         688,751        707,399

建設仮勘定         8,162        6,397

減価償却累計額         △792,977       △793,279

有形固定資産合計         245,495        266,054

Ⅳ 営業権 (注記３)       66,908        63,226

Ⅴ 無形固定資産 (注記３)       53,799        60,077

Ⅵ その他資産         66,663        60,904

資産合計         1,792,604        1,773,802
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当第２四半期
連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成21年３月31日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円）

（負債の部）                       

Ⅰ 流動負債                       

短期債務         4,553        11,000

一年以内返済予定長期債務 (注記５)       13,613        13,865

支払手形及び買掛金         76,353        62,579

設備支払手形及び未払金         42,257        43,452

未払賃金及び賞与         44,126        41,756

未払法人税等         9,084        7,430

未払費用         26,810        26,967

その他流動負債 
(注記
  ５,７) 

      27,370        30,912

流動負債合計         244,166        237,961

Ⅱ 固定負債                       

長期債務 (注記５)       32,525        28,538

未払退職給付及び年金費用 (注記８)       32,271        34,567

繰延税金負債         84,178        71,539

その他固定負債         18,213        18,109

固定負債合計         167,187        152,753

（負債合計）         (411,353)       (390,714)

                       

契約債務及び偶発債務 (注記９)                     

                        

（純資産の部） (注記10)                     

Ⅰ 株主資本                         

資本金         115,703        115,703

資本剰余金         163,040        163,151

利益剰余金       1,147,766        1,150,050

累積その他の包括利益 (注記７)      △53,344       △54,673

自己株式        △50,591       △50,568

株主資本合計         1,322,574        1,323,663

Ⅱ 非支配持分         58,677        59,425

（純資産合計）         (1,381,251)       (1,383,088)

負債及び純資産合計         1,792,604        1,773,802
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(2)【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

   

前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日）

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ 純売上高 (注記７)       658,717        483,903

Ⅱ 売上原価 (注記７)       473,285        369,646

売上総利益         185,432        114,257

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (注記11)       123,203        105,399

営業利益         62,229        8,858

Ⅳ その他収益・費用（△）                       

受取利息・配当金         8,271        6,540

支払利息 (注記７)       △406        △1,500

為替換算差損益 (注記７)       △125        852

持分法投資損益 (注記７)       3,558        1,497

その他―純額 (注記５)       481        901

その他収益・費用計         11,779        8,290

税引前四半期純利益         74,008        17,148

法人税等         26,141        6,273

非支配持分帰属損益控除前 

四半期純利益  
        47,867        10,875

非支配持分帰属損益         △2,618        △2,147

当社株主に帰属する 

四半期純利益 
        45,249        8,728

１株当たり情報 (注記13)                     

当社株主に帰属する 

四半期純利益： 
                      

基本的     238円63銭 47円56銭 

希薄化後     238円52銭 47円56銭 

期中平均株式数：                       

基本的    189,621千株 183,526千株 

希薄化後    189,706千株 183,526千株 
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【第２四半期連結会計期間】

    
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

区分 注記番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 純売上高 (注記７)       326,959        258,502

Ⅱ 売上原価 (注記７)       234,337        192,022

 売上総利益         92,622        66,480

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (注記11)       58,355        52,050

 営業利益         34,267        14,430

Ⅳ その他収益・費用（△）                       

 受取利息・配当金         2,361        1,517

 支払利息 (注記７)       △199        △743

 為替換算差損益 (注記７)       △1,447        628

 持分法投資損益 (注記７)       2,073        420

 その他―純額 (注記５)       48        193

 その他収益・費用計         2,836        2,015

 税引前四半期純利益         37,103        16,445

法人税等         12,395        5,984

非支配持分帰属損益控除前 

四半期純利益 
        24,708        10,461

非支配持分帰属損益         △1,421        △1,273

当社株主に帰属する 

四半期純利益 
        23,287        9,188

１株当たり情報 (注記13)                     

当社株主に帰属する 

四半期純利益： 
                      

 基本的     122円73銭   50円06銭 

 希薄化後     122円70銭   50円06銭 

期中平均株式数：                       

 基本的    189,740千株   183,525千株 

 希薄化後    189,790千株  183,525千株 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

区分 注記番号 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 非支配持分帰属損益控除前四半期純利益    47,867  10,875

２ 営業活動による 
キャッシュ・フローへの調整   

(１) 減価償却費及び償却費  47,934  35,894

(２) 貸倒引当額等    745  317

(３) たな卸資産評価損    2,772  7,023

(４) 持分法投資損益    △3,558 △1,497

(５) 固定資産売却損益    △10,219 △1,288

(６) 為替換算調整   △728  555

(７) 資産及び負債の純増減   

・受取債権の（△増加）減少    41,035 △6,950

・たな卸資産の（△増加）減少 △5,628  5,488

・その他の流動資産の（△増加）減少   △4,024  245

・支払債務の増加（△減少）   △41,605  19,635

・未払法人税等の増加（△減少）   △8,021  1,748

・その他の流動負債の減少   △436 △392

・その他の固定負債の減少   △820 △1,796

(８) その他―純額  2,166 △2,051

営業活動によるキャッシュ・フロー    67,480  67,806

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 売却可能有価証券の購入による支出   △11,696 △9,989

２ 満期保有有価証券の購入による支出   △13,666 △27,316

３ その他の有価証券の購入による支出   △172 △4,156

４ 売却可能有価証券の売却による収入    13,632  10,204

５ 満期保有有価証券の償還による収入    11,536  21,179

６ 事業取得による支出(取得現金控除後)   △38,693 △3,667

７ 有形固定資産の購入による支出   △46,147 △15,313

８ 無形固定資産の購入による支出   △4,933 △1,959

９ 固定資産の売却による収入    11,555  770

10 譲渡性預金及び定期預金の預入   △187,304 △171,395

11 譲渡性預金及び定期預金の解約    99,359  196,854

12 その他―純額   △383 △216

投資活動によるキャッシュ・フロー   △166,912 △5,004

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期債務の減少   △1,176 △5,897

２ 長期債務の調達 -  7,879

３ 長期債務の返済   △2,212 △11,860

４ 配当金支払額  (注記10) △12,194 △11,871

５ 自己株式の購入による支出   △155 △25

６  自己株式の売却による収入    2,995  3

７ その他―純額   △1,449 △1,362

財務活動によるキャッシュ・フロー   △14,191 △23,133

Ⅳ 現金及び現金等価物に係る換算差額    1,863 △9,288

Ⅴ 現金及び現金等価物の増加（△減少）額   △111,760  30,381

Ⅵ 現金及び現金等価物の期首残高    447,586  269,247

Ⅶ 現金及び現金等価物の四半期末残高    335,826  299,628
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 当社は、当社普通株式を表章する米国預託証券(ADR)の米国における公募に関して、米国の1933年証券法に従

い、昭和50年12月に様式S-1の登録届出書及びADRに関する登録届出書を米国証券取引委員会に提出することによ

り、当社普通株式及びADRを登録しました。また、米国における２回目のADRの公募に関して、同法に従い、昭和

55年２月に、様式S-1の登録届出書及びADRに関する登録届出書を米国証券取引委員会に提出しました。更に、同

年５月にADRをニューヨーク証券取引所に上場しました。 

 当社は、米国の1934年証券取引所法第13条に基づき、米国において一般に認められた会計基準による用語、様

式及び作成方法（以下、米国会計原則）に基づく連結財務諸表を含む年次報告書(様式20-F)を米国証券取引委員

会に提出しています。また、米国会計原則に準拠して四半期連結財務諸表を作成しています。なお、米国におけ

る会計に関する諸法令としては、米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書、及び、米国証券取引委員会の届出

及び報告書に関する様式規則があります。 

 日本において一般に認められた会計基準による用語、様式及び作成方法に準拠して四半期連結財務諸表を作成

した場合と、当社が採用する米国会計原則に準拠して四半期連結財務諸表を作成した場合との主要な相違の内容

は次のとおりです。 

(1）収益認識 

 当社の収益の認識は、リスクと所有権が顧客に移転し、収益が合理的に測定できる時点で行っています。 

(2）包括利益 

 包括利益とは資本取引を除く純資産の変動と定義されており、四半期純利益とその他の包括利益から構成さ

れています。その他の包括利益には為替換算調整勘定、年金調整額、未実現有価証券評価損益並びに未実現デ

リバティブ評価損益の増減額が含まれています。 

(3）企業結合 

 取得法を適用し、識別可能な被取得企業の取得資産、引受負債及び非支配持分を公正価値により測定してい

ます。なお、取得に係る費用は通常費用処理し、測定期間以降に生じる税額の修正に関しては取得価額の修正

ではなく税金費用に計上しています。また、仕掛研究開発費は取得日における公正価値により被取得企業の公

正価値の一部として処理し、偶発資産及び偶発負債については、その価値を配分する期間にわたり合理的に見

積ることが可能な場合は公正価値で認識しています。 

(4）営業権及びその他の無形固定資産 

  営業権及び耐用年数が確定できない無形固定資産は償却をせず、年１回及び減損の可能性を示す事象が発生

または状況が変化した時点で減損の判定を行っています。 

(5）リース会計 

 資産の所有に伴う全ての便益とリスクが実質的に移動した全ての賃借取引について、キャピタルリースとし

て固定資産に計上しています。  

(6）給付制度 

 確定給付型年金制度の積立超過または積立不足の状況を四半期連結貸借対照表の資産もしくは負債として認

識し、また連結会計年度中の積立状況の変化は当該年度の包括利益の増減として認識します。過去勤務費用に

ついては、従業員の平均残存勤務年数で定額償却し、数理計算上の純損益については、回廊（退職給付債務の

公正価値と年金資産の市場連動価額のいずれか大きい方の10％）を超える部分について、従業員の平均残存勤

務年数で定額償却しています。  

(7）未使用の有給休暇 

  従業員に付与された有給休暇のうち、未使用の有給休暇に対しては、負債を計上しています。 

四半期連結財務諸表の注記

１ 会計処理の原則及び手続き並びに四半期連結財務諸表の表示方法
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(8）法人税等 

  法人税等における不確実性に関する会計処理は、税務調査を受けることを前提に税務上認識された税務ベネ

フィットについて、50％超の実現可能性がないと判断した場合、当該部分を未認識税務ベネフィットとして資

産及び負債に計上しています。 

(9）新株発行費 

 株式払込金の額面超過額から発行費用を控除した額を資本剰余金に計上するため、新株発行費を各会計年度

における経費処理ではなく、税効果控除後の金額を新株発行による資本剰余金からの控除として処理していま

す。 

(1）連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

 当社の連結財務諸表には、当社及び当社の重要な子会社の勘定、並びに当社が主たる受益者となる変動持分

事業体の勘定を含んでいます。連結会社間の重要な債権・債務及び内部取引はすべて消去しており、関連会社

に対する投資勘定は持分法により評価しています。なお、当社が主たる受益者となる変動持分事業体が当社の

財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼすことはありません。 

(2）収益認識 

 当社はファインセラミック部品、半導体部品、通信機器等の様々な製商品を販売しています。当社の収益の

認識については、取引契約が締結され、その契約どおりに顧客へ製商品の引渡し（所有権の移転、保有するリ

スクの移転）が終了し、販売価格が確定しているかまたは確定可能であり、かつ、販売代金の回収可能性が合

理的に確保されたことのすべての条件を満たした時点で売上を計上しています。国内向け販売については、顧

客への引渡しが終了した時点でこれらの条件をすべて満たしており、その時点で売上を計上しています。海外

向け販売については、顧客との契約によりますが、そのほとんどの場合は、船積み時点でこれらの条件をすべ

て満たしており、その時点で売上を計上しています。 

 

返品について 

 当社は、過去の実績に基づいて返品による損失額を見積り、引当金を計上しています。 

 

製品保証について 

 当社は、保証期間中に発生が見込まれるアフターサービス費用に備えるため、過去の実績に基づいて製品保

証額を見積り、引当金を計上しています。 

(3）現金及び現金等価物 

 現金及び現金等価物は、現金及び預金に加え、取得日から３ヵ月以内に満期が到来する流動性の高い投資を

含んでいます。 

(4）外貨建取引等の換算 

 在外子会社等の資産・負債は、決算日レートで換算し、損益項目は期中平均レートで換算しています。外貨

表示の財務諸表の換算過程で生じた為替換算調整勘定は、累積その他の包括利益に計上しています。 

 外貨建の資産・負債は、決算日レートで換算し、その結果生じる為替差損益は四半期の損益に計上していま

す。 

(5）貸倒引当金 

 当社は営業債権及び金融債権について、顧客が期日までに返済する能力があるか否かを考慮し、回収不能額

を見積った上で貸倒引当金を計上しています。見積りには期日経過債権の回収期間、経験値並びに現在の経営

環境を含む様々な要因を考慮しています。また、特定の顧客について債務の返済が困難であることが明らかに

なった場合には、債権の担保資産の価値を考慮の上、個別に引当を行います。 

 平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在、その他資産において直接控除している引当金額はそれぞれ、

2,561百万円及び2,478百万円です。 

２ 主要な会計方針の概要
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(6）たな卸資産 

 製品及び仕掛品は、平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在において、それぞれ約73％及び約72％を総

平均法に基づく低価法により評価し、その他は先入先出法等に基づく低価法により評価しています。 

 また、原材料及び貯蔵品は、平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在において、それぞれ約56％及び約

49％を先入先出法に基づく低価法により評価し、その他は総平均法等に基づく低価法により評価しています。

 過剰、滞留あるいは陳腐化の事象が認められるたな卸資産についてはその価値を見積り、評価減を行ってい

ます。 

(7）有価証券 

 売却可能有価証券に分類された有価証券は公正価値により評価し、未実現評価損益は損益計算に含めず税効

果控除後の金額で累積その他の包括利益として表示しています。満期保有有価証券に分類された有価証券は、

償却原価により評価しています。市場性のない持分証券については原価法により評価しています。 

  当社は、負債証券及び持分証券の公正価値の下落について、それが一時的であるか否かを評価しています。

一時的でない公正価値の下落は評価損失として四半期連結損益計算書に計上され、評価損失計上後の金額が有

価証券の新たな原価となります。当該評価は、主に公正価値が原価を下回る期間とその程度及び予測される公

正価値の回復の可能性に依拠しています。 

  また、当社は、持分法を適用している投資に関する減損の有無を四半期ごとに判断しています。一時的でな

い減損の有無は、投資先の会社における事業計画の達成状況、財政状態、業績予想、帳簿価額と公正価値との

差額、公正価値が帳簿価額を下回っている期間及びその他の関連事項を考慮して判断しています。損失額は帳

簿価額が公正価値を上回る金額であり、公正価値の算定には、将来キャッシュ・フローの見積現在価値及び類

似企業比較法を使用しています。 

(8）有形固定資産及び減価償却 

 減価償却は、見積耐用年数に基づき、主として定率法で行っています。見積耐用年数はおおむね次のとおり

です。  

 大規模な更新や改修にかかる支出は有形固定資産として計上し、見積耐用年数に基づき減価償却をしていま

す。小規模な更新もしくは維持及び修繕に係る支出は、それらが発生した会計期間に費用として計上していま

す。  

 資産の売却あるいは処分にあたっては、未償却原価と売却収入の差額を処分した会計期間の収益または損失

として計上し、その取得原価及び減価償却累計額は勘定から控除されます。 

(9）営業権及びその他の無形固定資産 

  営業権及びその他の無形固定資産の会計処理については、営業権及び耐用年数が確定できない無形固定資産

は償却をせず、年１回及び減損の可能性を示す事象が発生または状況が変化した時点で減損の判定を行ってい

ます。また、耐用年数の確定できる無形固定資産については、その見積耐用年数にわたり残存価額まで継続し

て償却し、減損の可能性を示す事象が発生または状況が変化した時点で減損の判定を行います。 

 償却対象となる無形固定資産は主にソフトウェア、特許権並びに顧客との関係で、それぞれの償却年数は、

おおむね次のとおりです。   

建物 ２～50年 

機械器具 ２～20年 

ソフトウェア ２～10年 

特許権 ３～10年 

顧客との関係 ３～18年 
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(10）長期性資産の減損 

 当社は、長期性資産及び償却性無形固定資産について、当該帳簿価額を回収できない可能性を示す事象が発

生もしくは状況の変化が生じた時点で、減損の判定を行っています。 

 長期性資産及び償却性無形固定資産については、その資産から将来生み出されると期待される割引前のキャ

ッシュ・フローが、帳簿価額を下回っている場合に減損していると判断しています。減損していると判断した

場合は、当該資産の帳簿価額が公正価値を超過している金額に基づいて損失額を算出しています。 

(11）デリバティブ 

 当社は、外国通貨及び金利の変動リスクを管理するためにデリバティブを利用しています。利用している主

なデリバティブは、先物為替予約、金利スワップ、金利キャップ並びに通貨スワップです。当社はトレーディ

ング目的のデリバティブを保有または発行していません。 

 当社は、すべてのデリバティブを公正価値により測定して四半期連結貸借対照表上、資産もしくは負債とし

て計上し、基本的にその公正価値の変動部分を四半期の損益として計上しています。ただし、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象のキャッシュ・フローの相殺が高度に有効であると認められる場合にはヘッジ会計が適用されます。

ヘッジ会計に従えば、キャッシュ・フローヘッジとして指定され適格であると認められるデリバティブの公正

価値の変動については累積その他の包括利益に計上し、当該取引の実行に伴いキャッシュ・フローの変動が損

益に影響を与える時点まで、損益の実現を繰り延べます。当社は、一定の先物為替予約、金利スワップ並びに

金利キャップをヘッジ手段として指定しています。しかし、一部の先物為替予約については、公正価値の変動

部分はヘッジ対象となる資産及び負債の評価損益とおおむね相殺されるため、ヘッジ会計を適用せず四半期の

損益として計上しています。 

 当社は、ヘッジ取引にかかるヘッジ手段とヘッジ対象の関係とともにリスクの管理目的及び戦略をすべて文

書化しています。この過程で、デリバティブを四半期連結貸借対照表上の特定の資産、負債または予定取引の

キャッシュ・フローヘッジとして指定します。当社はまた、ヘッジの開始時点及び継続期間中に、ヘッジ取引

に利用しているデリバティブがヘッジ対象のキャッシュ・フローを相殺する上で有効性が高いか否かを評価し

ます。ヘッジの有効性が高くないか、または高くなくなったと判断した時点で、将来を見越してヘッジ会計を

停止します。ヘッジ会計を停止し、かつ代替ヘッジ取引を行わない場合、当該デリバティブは引き続き公正価

値で四半期連結貸借対照表に計上し、累積その他の包括利益に計上していた未実現損益は直ちに四半期の損益

として認識します。 

(12）ストックオプション制度 

 株式報酬の会計処理については、公正価値に基づいた測定方法を採用し、株式報酬により発生する費用を財

務諸表に計上しています。また、当社は修正プロスペクティブ法を選択し、(a)平成18年４月１日時点で必要

なサービス期間が未経過であるストックオプション、または、(b)平成18年４月１日以降に付与もしくは修正

を行ったストックオプションに対して費用を計上しています。 

(13）１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益及び１株当たり配当決議金 

  基本的１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益は普通株式の期中平均株式数に基づいて計算し、希薄化

後１株当たり当社株主に帰属する四半期純利益は潜在株式の希薄化効果を考慮して計算しています。 

 １株当たり配当決議金は、剰余金の処分対象年度の配当決議金をもとに算出していますが、支払配当金は、

支払われた年度の剰余金より控除しています。 

  

(14）研究開発費及び広告宣伝費 

 研究開発費及び広告宣伝費は発生時に費用処理しています。 

(15）見積りの使用 

 米国会計原則に準拠した連結財務諸表の作成は、連結財務諸表及び注記に影響を与える見積りや仮定を必要

とします。これらの見積りや仮定は実際の結果と異なる場合があります。 
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(16) 新規に適用された会計基準 

 当社は、平成21年７月１日より米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書105「一般に公正妥当と認められ

た会計原則の階層」（旧基準書第168号「米国財務会計基準審議会会計基準成文化及び一般に公正妥当と認め

られた会計原則の階層－基準書第162号の改訂」）を適用しています。本基準は、米国において一般に公正妥

当と認められた会計原則のすべてを１つに編纂し、「会計基準編纂書」（「Accounting Standards 

 Codification」)を一般に公正妥当と認められた唯一の会計原則と規定しています。本会計基準の適用に伴う

当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの影響はありません。 

 当社は、平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書805「企業結合」（旧基準書第141

号（改訂）「企業結合」）を適用しています。本基準は識別可能な被取得企業の取得資産、引受負債及び非支

配持分の公正価値による認識と測定について規定しています。取得に係る費用は通常費用処理され、偶発対価

及び仕掛研究開発費は買収日における公正価値により被取得企業の公正価値の一部として処理されます。測定

期間以降に生じる税額の修正に関しては取得価額の修正ではなく税金費用に計上されます。また、本基準は企

業が企業結合時に取得した偶発資産及び偶発負債の会計処理において、その価値を配分する期間にわたって合

理的に見積ることが可能な場合においては公正価値で認識することを要求しています。本会計基準の適用に伴

う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの重要な影響はありません。 

 当社は、平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書810「連結」（旧基準書第160号

「連結財務諸表の非支配持分－旧会計調査公報第51号の改訂」）を適用しています。本基準は、子会社におけ

る非支配持分を親会社における株主持分として、連結財務諸表上純資産の部で表示することを要求していま

す。また、支配獲得後の持分変動における支配喪失を伴わない取引について、資本取引として処理することも

要求しています。これにより当社は、従来、連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に分類していた少数

株主持分を非支配持分として純資産の部に含めて計上し、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書の表示科目を変更しています。なお、本基準の要求に基づき、当社は過年度の連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書並びに四半期連結キャッシュ・フロー計算書を当第２四半期連結会計期間末、当第２四

半期連結累計期間並びに当第２四半期連結会計期間の表示に合わせて組み替えています。本会計基準の適用に

伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの重要な影響はありません。 

 当社は平成21年４月１日より、(a)米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書820「公正価値測定及び開示」

（旧職員意見書第157-４号「資産あるいは負債に関するアクティビティの量及びレベルが大幅に減少し通常で

ない取引が認められる場合の公正価値の判断」）、(b)米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書320「債権及

び持分証券」（旧職員意見書第115-２号及び旧職員意見書第124-２号「一時的でない価値の下落の認識及び表

示」）、並びに(c)米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書825「金融商品」（旧職員意見書第107-１号及び

旧会計原則審議会の意見書第28-１号「金融商品の公正価値についての期中開示」）を適用しています。 

(a)会計基準編纂書820（旧職員意見書第157-４号）は、資産あるいは負債のアクティビティの量及びレベル

が大幅に減少した場合、及び、取引が通常でない状況と認められる場合における公正価値の測定を規定

し、また、公正価値を測定する際に使用するインプット及び評価技法と評価技法の変更に関する開示を要

求しています。 

(b)会計基準編纂書320（旧職員意見書第115-２号及び旧職員意見書第124-２号）は、負債証券に関する一時

的な下落の規定及び負債証券及び持分証券の追加的開示要件を規定しています。 

(c)会計基準編纂書825（旧職員意見書第107-１号及び旧会計原則審議会の意見書第28-１号）は、連結会計年

度と同様に、期中の会計期間も本基準に規定する金融商品の公正価値の開示を要求し、また、金融商品の

公正価値を算出する手段、重要な想定並びにそれらの前連結会計年度からの変更についての開示も要求し

ています。 

  これらの会計基準の適用に伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの重要な影響はあり

ません。 

 当社は、平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会の会計基準編纂書855「後発事象」（旧基準書第165

号「後発事象」）を適用しています。本基準は貸借対照表日から、財務諸表発行日もしくは財務諸表が発行可

能となった日までに発生した事象や取引についての会計処理及び開示基準を規定しています。本会計基準の適

用に伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの重要な影響はありません。 
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(17) 新規に発行された会計基準 

平成20年12月、米国財務会計基準審議会は、会計基準編纂書715「報酬－退職給付」（旧職員意見書第132

（改訂）-１号「退職後給付制度の資産に関する雇用主の開示」）を発行しました。本基準は、年金及びその

他の退職後給付制度に関する雇用主の開示についてのガイダンスを提供し、特に制度資産の公正価値測定に係

る情報の開示要件を規定しています。本基準は平成21年12月16日以降に終了する連結会計年度の開示より適用

されます。本基準は開示に係る規定であるため、本基準の適用に伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッ

シュ・フローへの影響はありません。 

平成21年６月、米国財務会計基準審議会は、基準書第166号「金融資産の譲渡に関する会計処理－基準書第

140号の改訂」を発行しました。本基準は適格特別目的事業体に関する旧基準書第140号に規定された概念と旧

解釈指針第46号（平成15年改訂）「変動持分事業体の連結」の例外規定を削除し、また、金融資産の譲渡が売

却となる条件を規定しています。本基準は平成21年11月16日以降に開始する期中期間及び連結会計年度より適

用されます。当社は本基準の適用に伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの影響を検討

しています。 

平成21年６月、米国財務会計基準審議会は、基準書第167号「解釈指針第46号の改訂」を発行しました。本

基準は、変動持分事業体の主たる受益者を特定するための分析とその継続的な見直しを規定しています。本基

準は平成21年11月16日以降に開始する期中期間及び連結会計年度より適用されます。当社は本基準の適用に伴

う当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの影響を検討しています。 

平成21年８月、米国財務会計基準審議会は、会計基準編纂書更新2009-05号「負債の公正価値の測定」を発

行しました。本基準は負債の公正価値の測定に関する規定を次のように改定しています。 

 (a) 同一の負債に関する活発な市場における市場価格が入手不能である場合の公正価値の測定に用いられ 

   る評価技法を以下のように提示 

     ・資産として取引される同一負債の市場価格 

    ・類似負債の市場価格または資産として取引される類似負債の市場価格 

    ・インカムアプローチまたはマーケットアプローチ等の基準に準拠した評価技法 

 (b) 負債の公正価値を見積る場合、報告事業体は個別のインプット及び負債の譲渡を妨げる制約の存在 

   に関連するその他のインプットへの調整額を含めることは求められていないことの明確化 

 (c) 同一の負債に関する測定日での活発な市場における市場価格、及び資産の市場価格に対する調整が 

   不要な場合で同一の負債が資産として取引される場合の活発な市場における市場価格の双方がレベル 

   １の公正価値測定であることの明確化 

本基準は、発行日以後に開始する期中期間及び連結会計年度より適用されます。当社は本基準の適用に伴う

当社の経営成績、財政状態並びにキャッシュ・フローへの影響を検討しています。なお、公正価値の測定に係

る用語の詳細は「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記５」を参照下さい。 

平成21年９月、米国財務会計基準審議会は、会計基準編纂書更新2009-13号「複数成果物を伴う売上契約」

を発行しました。本基準は、複数の製品・サービスが提供される取引を、結合された一つの単位ではなく、そ

れぞれ分離して会計処理することを可能にするための会計処理について規定し、また、取引を区分する方法及

び区分されたものを測定、配分する方法を規定しています。本基準は、平成22年６月16日以降に開始する期中

期間及び連結会計年度より適用されます。当社は本基準の適用に伴う当社の経営成績、財政状態並びにキャッ

シュ・フローへの影響を検討しています。 

(18）組替再表示 

 当社は、当第２四半期連結会計期間末、当第２四半期連結累計期間、並びに当第２四半期連結会計期間の表

示に合わせるために、過年度の連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書、並びに注記の表示科目を組み替えています。 
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 京セラミタ㈱は、前事業年度の有価証券報告書に記載のとおり、持分法適用関連会社であるドイツの情報機器

販売会社TA Triumph-Adler AGの株式を公開買付及び相対取引等により取得し、平成21年１月21日付でTA 

Triumph-Adler AGを連結子会社化しました。この連結子会社化について、第１四半期連結累計期間に取得資産及

び負債等の評価が完了した結果、取得日現在における見積公正価値に基づく関連資産、負債等並びに営業権は、

以下のとおり認識されました。 

 （百万円） 

 また、京セラミタ㈱は、平成21年７月31日に、韓国で情報機器を販売する２社の発行済株式の100％を取得

し、KYOCERA MITA KOREA CO., LTD. 及びKYOCERA MITA KOREA DOCUMENT SOLUTION CO., LTD. として連結子会

社化しました。 

 京セラコミュニケーションシステム㈱は、平成21年８月３日に通信エンジニアリング事業を行うネットイッ

トワークス㈱の発行済株式の67％を取得し、連結子会社化しました。  

 これらの株式取得が当社の財政状態及び経営成績に及ぼす重要な影響はありません。  

３ 企業結合

  平成21年１月21日現在 

流動資産 27,543 

無形固定資産 17,335 

その他の固定資産 23,337 

 資産合計 68,215 

流動負債 25,501 

固定負債 41,004 

 負債合計 66,505 

 非支配持分 3 

  認識された資産、負債並びに非支配持分合計 1,707 

 取得価額 8,234 

 連結子会社化以前の持分法適用株式取得価額 4,198 

 営業権 10,725 
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 平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在の売却可能有価証券及び満期保有有価証券に分類された負債証券

及び持分証券は、短期投資（流動）と投資有価証券及びその他の投資（非流動）に含まれており、その内訳は次

のとおりです。 

                                                                                        （百万円）

※ 原価とは、満期保有有価証券については償却原価、売却可能有価証券については取得原価を意味します。な

お、一時的でない減損が認識された場合、個々の有価証券は評価減され、その時点の公正価値が新たな原価と

なります。 

４ 負債証券及び持分証券に対する投資

  平成21年９月30日現在   平成21年３月31日現在

  ※原価   公正価値 
未実現

利益総額 
未実現
損失総額  ※原価  公正価値   

未実現 
利益総額 

未実現
損失総額

売却可能有価証券：              

社債 12,224   11,724   17   517   11,884   11,359   16   541

その他の負債証券 2,851   2,519   －  332   5,716   5,220   22   518

持分証券 272,400   322,415   50,574   559   270,156   291,137   22,099   1,118

売却可能有価証券計 287,475   336,658   50,591   1,408   287,756   307,716   22,137   2,177

               

満期保有有価証券：              

社債 12,500   12,583   103   20   8,398   8,375   2   25

その他の負債証券 19,814   19,894   89   9   19,524   19,467   17   74

満期保有有価証券計 32,314   32,477   192   29   27,922   27,842   19   99

    計 319,789   369,135   50,783   1,437   315,678   335,558   22,156   2,276
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  公正価値とは、測定日において市場参加者間の規則的な取引において資産の売却によって受領する、または、

負債の移転のために支払う価格です。公正価値の測定のためのインプットは、次のとおりに３つに分類されま

す。 

レベル１：活発な市場における同一資産または同一負債の調整不要の相場価格 

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外の観察可能なインプットを用いた公正価値、活発な市場にお

ける類似資産または類似負債の相場価格、もしくは、活発でない市場における同一資産または

同一負債の相場価格 

レベル３：企業自身の仮定を反映する観察不能なインプットを用いた公正価値 

(1) 経常的に公正価値で測定される資産及び負債  

                                             （百万円） 

  

  

 レベル１の有価証券及び投資有価証券には、主に持分証券が含まれており、公正価値は活発な市場の価格で

す。 

 レベル２の有価証券及び投資有価証券には、持分証券、社債、転換社債並びにその他の負債証券が含まれてお

り、レベル１に含まれる相場価格以外の直接的または間接的に観察可能なインプットに基づき評価しています。

また、当社は、前連結会計年度に転換社債の会計処理について公正価値オプションを選択しました。当第２四半

期連結累計期間及び当第２四半期会計期間の四半期連結損益計算書における「その他－純額」に転換社債の公正

価値の変動益が、それぞれ、211百万円及び21百万円含まれています。 

 レベル３の有価証券及び投資有価証券には、社債及びその他の負債証券が含まれており、観察不能なインプッ

トに基づき評価しています。 

 レベル２のデリバティブには、先物為替予約、金利スワップ、金利キャップ並びに通貨スワップが含まれてい

ます。公正価値を決定するに当たっては金融機関より入手した期末における相場に基づいて算出しています。デ

リバティブの詳細は「第５ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記７」を参照下さい。 

  

５ 公正価値

  平成21年９月30日現在        平成21年３月31日現在  

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計    レベル１ レベル２ レベル３ 合計  

 資産：                 

 有価証券 

 （流動） 
   249    1,206    232    1,687      2,743    1,942    412    5,097

 投資有価証券 

 （非流動） 
   325,881    9,023    67    334,971      294,996    7,339    284    302,619

 デリバティブ    －    1,934    －    1,934      －    228    －    228

計    326,130    12,163    299    338,592      297,739    9,509    696    307,944

 負債：                

 デリバティブ    －    638    －    638    －    3,774    －    3,774

計    －    638    －    638    －    3,774    －    3,774
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 経常的に公正価値で測定されるレベル３の有価証券及び投資有価証券の当第２四半期連結累計期間及び当第２

四半期連結会計期間の増減は次のとおりです。  
                          

   

     

(2) 金融商品 

  金融商品の公正価値及びその見積方法は、次のとおりです。 

  （百万円）

(a）公正価値は、市場価格に基づいて算出しています。 

  市場性のない持分証券については、市場価格が存在せず、かつ公正価値の見積りに関して合理的な費用の

範囲で行うことが困難であることから、減損の兆候を示す事象や状況の変化が見られなかった投資に関して

は公正価値の見積りを行っていません。平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在における当該株式の四

半期連結貸借対照表及び連結貸借対照表計上額はそれぞれ、10,171百万円及び6,001百万円です。 

(b）公正価値は、類似した期間及び期日の商品の期末における利率を用いて将来のキャッシュ・フローを割引い

て算出しています。 

  

     なお、現金及び現金等価物、短期投資並びに短期債務については短期間で満期となるため、四半期連結貸

借対照表計上額と公正価値は近似しています。 

   (百万円）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日） 

期首残高    696    381

 損益合計（実現または未実現）     

  損益    △31    △36

  その他の包括利益    53    60

購入、発行並びに決済    △363    △53

レベル３への、または 

レベル３からの移行 
 △56  △53

四半期末残高    299    299

  平成21年９月30日現在   平成21年３月31日現在

  
四半期

連結貸借対照表 
計上額 

  公正価値  
連結貸借対照表 

計上額   公正価値

資産      

投資有価証券及び 

その他の投資 (a) 
 369,624    369,771    351,849    351,778

負債      

長期債務（一年以内返済予定 

長期債務を含む） (b) 
 46,138    46,366    42,403    42,611

2009/11/12 20:52:2209591495_第２四半期報告書_20091112205125



   平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在のたな卸資産の内訳は次のとおりです。  

（百万円） 

 当社の事業活動は為替相場、金利、株価などの変動による市場リスクにさらされています。特に当社の売上高

のうち約60％は海外向け売上であり、外国為替レートの変動の影響を受けています。当社はこれらの財務上のリ

スクを総合的なリスク管理方針の一部として監視及び管理しています。当社のリスク管理方針は予測不可能な市

場動向に注目し、市場の変動が経営成績に与える悪影響を潜在的に抑制することを目的としています。 

 当社は外国為替リスク管理方針により、為替レートの変動によるキャッシュ・フローの変動を抑えるために先

物為替予約等のデリバティブを利用しています。為替レートの変動は当社の利益、キャッシュ・フロー、海外の

競合会社の事業及び（または）価格政策に影響を与えることで、当社の経営成績及び競合状態にリスクをもたら

します。これらの変動は外国通貨による輸出売上や原材料購入に、またこれに限らず、海外取引に影響を与えま

す。 

 当社は、金利変動リスク管理方針により、金利の変動による重要で予測不可能なキャッシュ・フローの変動を

最小限に抑えるために金利スワップ等のデリバティブを利用することがあります。 

 外国為替レート及び金利の変動リスクにさらされないようにするためにデリバティブを利用しますが、これに

より信用リスクにさらされることになります。信用リスクは、契約相手がデリバティブ契約上の義務を履行しな

いことにより発生します。デリバティブ契約の市場価値が当社にとって有利で契約相手に支払義務がある場合に

は、当社にとって回収リスクが発生します。デリバティブ契約の市場価値が当社にとって不利で当社に支払義務

がある場合には、回収リスクは発生しません。当社は(1)信用力の高い相手と取り引きする、(2)取引金額を限定

する、(3)契約相手の財政状態を監視する、ことでデリバティブの信用リスクを最小限に抑えています。 

(1）キャッシュ・フローヘッジ 

 当社は、一部の外国通貨による購入契約や販売契約等の予定取引に関し、為替レートの変動によるキャッシ

ュ・フローの変動を抑える目的で、先物為替予約を利用しています。 

  また、当社は、変動金利で調達する資金についてキャッシュ・フローを固定化する目的で、変動金利による

負債を固定金利に交換するために金利スワップ及び金利キャップを利用しています。 

  

(2）その他のデリバティブ 

 当社は、主な輸出売上と一部の輸入仕入につき、米ドル、ユーロ並びに英ポンドを中心とする現地通貨で取

引しています。当社は、外国為替レートの変動が外国通貨建売掛金及び買掛金、並びに外国通貨建借入金に与

える不利な影響を防ぐために、通常４ヵ月以内に満期となる先物為替予約及び通貨スワップを締結していま

す。先物為替予約、通貨スワップ、外国通貨建売掛金及び買掛金、並びに外国通貨建借入金の評価損益は、四

半期連結損益計算書上の為替換算差損益に計上しています。当社はこれらのデリバティブにつき、ヘッジ会計

を適用していません。 

  

６ たな卸資産

  平成21年９月30日現在 平成21年３月31日現在

製品  90,685  104,379

仕掛品  41,438  39,836

原材料及び貯蔵品  52,192  55,426

計  184,315  199,641

７ デリバティブ及びヘッジ活動

2009/11/12 20:52:2209591495_第２四半期報告書_20091112205125



 平成21年９月30日現在の四半期連結貸借対照表におけるデリバティブの表示場所及び公正価値は次のとおりで

す。  

  

  

  

当第２四半期連結累計期間における包括利益に含まれるデリバティブの表示場所及び金額は次のとおりです。 

   

  

  

   平成21年９月30日現在 

   デリバティブ資産    デリバティブ負債 

  表示場所
 

 

公正価値
（百万円）   表示場所   

公正価値
（百万円） 

ヘッジ手段に指定されたデリバティブ:        

先物為替予約 その他流動資産    260  その他流動負債    516

金利スワップ －   －  その他流動負債    47

金利キャップ その他流動資産    0   －   －

合計       260         563

              

ヘッジ手段に指定されていないデリバティブ:         

先物為替予約 その他流動資産    1,674  その他流動負債    74

通貨スワップ －   －  その他流動負債    1

合計       1,674         75

デリバティブ合計       1,934         638

  
当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)  

  
累積その他の包括利益 
に計上した評価損益  

累積その他の包括利益から

実現損益に振替えた金額 
（有効部分) 

 
実現損益として計上した金額

（非有効部分及び有効性テストにより 
除外された金額) 

  
金額 

(百万円)   表示場所  
金額

（百万円）   表示場所   
金額

（百万円） 

キャッシュ・フローヘッジ手段に指定されたデリバティブ:         

 先物為替予約    △60    売上高及び売上原価    75   為替換算差損益      △14

 金利スワップ    14    支払利息  9   支払利息    ―

 金利スワップ    1    持分法投資損益 △10   持分法投資損益    ―

 金利キャップ    0    支払利息  0   支払利息    0

 合計    △45        74         △14

  
 当第２四半期連結累計期間

(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日) 

  実現損益として計上した金額

  表示場所   
金額

（百万円） 

ヘッジ手段に指定されていないデリバティブ: 

 先物為替予約  為替換算差損益      4,955

 通貨スワップ  為替換算差損益      9

 合計        4,964
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 当第２四半期連結会計期間における包括利益に含まれるデリバティブの表示場所及び金額は次のとおりです。

  

  平成21年９月30日及び平成21年３月31日現在のデリバティブの契約残高は次のとおりです。 

  

  
当第２四半期連結会計期間

(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)  

  
累積その他の包括利益 
に計上した評価損益  

累積その他の包括利益から

実現損益に振替えた金額 
（有効部分) 

 
実現損益として計上した金額

（非有効部分及び有効性テストにより 
除外された金額) 

  
金額 

(百万円)   表示場所  
金額

（百万円）   表示場所   
金額

（百万円） 

キャッシュ・フローヘッジ手段に指定されたデリバティブ:         

 先物為替予約    △230    売上高及び売上原価    32   為替換算差損益      1

 金利スワップ    17    支払利息  5   支払利息    ―

 金利スワップ    △14    持分法投資損益 △6   持分法投資損益    ―

 金利キャップ    0    支払利息  0   支払利息    0

 合計    △227        31         1

  
 当第２四半期連結会計期間

(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日) 

  実現損益として計上した金額

  表示場所   
金額

（百万円） 

ヘッジ手段に指定されていないデリバティブ: 

 先物為替予約  為替換算差損益      3,818

 通貨スワップ  為替換算差損益      4

 合計        3,822

   平成21年９月30日現在    平成21年３月31日現在 

  
契約残高

 （百万円）  
 
 

契約残高 
 （百万円）  

ヘッジ手段に指定されたデリバティブ：        

先物為替予約    35,399      9,750

金利スワップ    660    650

金利キャップ    1,518    2,275

合計    37,577      12,675

ヘッジ手段に指定されていないデリバティブ：       

先物為替予約    90,635      101,346

通貨スワップ    260      331

合計    90,895      101,677

デリバティブ合計    128,472      114,352
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国内： 

  前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における当社及び主要な国内子会社の期間純退職

給付費用の内訳は次のとおりです。   

（百万円）

  前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における当社及び主要な国内子会社の期間純退職

給付費用の内訳は次のとおりです。 

（百万円）

  

８ 給付制度

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 

   至 平成20年９月30日）
 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日  

   至 平成21年９月30日） 

退職給付費用          

勤務費用      4,117      4,402

利息費用  1,189      1,150

制度資産の期待収益  △1,444      △1,527

移行時純債務償却額  45    － 

過去勤務費用償却額  △2,165      △2,164

保険数理差損償却額  453      587

期間純退職給付費用    2,195      2,448

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 

   至 平成20年９月30日）
 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日  

   至 平成21年９月30日） 

退職給付費用          

勤務費用      2,058      2,201

利息費用  595      575

制度資産の期待収益  △722      △764

移行時純債務償却額  23    － 

過去勤務費用償却額  △1,083      △1,082

保険数理差損償却額  226      294

期間純退職給付費用    1,097      1,224
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海外：           

  前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間におけるKYOCERA INTERNATIONAL,INC.及びその連

結子会社、AVX CORPORATION及びその連結子会社、並びにTA Triumph-Adler AG及びその連結子会社の期間純退

職給付費用の内訳は次のとおりです。 

 （百万円）

  前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間におけるKYOCERA INTERNATIONAL,INC.及びその連

結子会社、AVX CORPORATION及びその連結子会社、並びにTA Triumph-Adler AG及びその連結子会社の期間純退

職給付費用の内訳は次のとおりです。 

（百万円）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 

   至 平成20年９月30日）
 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 

  至 平成21年９月30日） 

退職給付費用       

勤務費用      180      168

利息費用  624      1,119

制度資産の期待収益  △673      △582

過去勤務費用償却額  5      5

保険数理差損償却額  41      115

期間純退職給付費用    177      825

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 

   至 平成20年９月30日）
 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 

  至 平成21年９月30日） 

退職給付費用       

勤務費用      90      83

利息費用  312      562

制度資産の期待収益  △336      △287

過去勤務費用償却額  2      2

保険数理差損償却額  21      57

期間純退職給付費用    89      417
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 平成21年９月30日現在の設備に関する発注契約残高の総計は13,048百万円であり、そのほとんどの期日は１年

以内です。 

 当社は工場施設や機器等を長期にわたるリース契約により賃借しています。平成21年９月30日現在、１年を超

えるリース期間の解約不能リース契約に基づく年度別最低賃借料支払予定額は、次のとおりです。 

  

（百万円） 

  

  当社は、特定の資材品の予想使用量の一部に対して購入契約を結んでいます。この契約により、当第２四半期

連結累計期間に5,998百万円、当第２四半期連結会計期間に3,412百万円の資材品を購入しました。今後この契約

により、平成32年12月末日までに合計で272,365百万円の資材品を購入する予定です。 

  当社は従業員、出資先並びに非連結子会社における金融機関からの借入金について、債務保証を行っていま

す。平成21年９月30日現在の債務保証の合計額は761百万円です。債務保証は金融機関への保証債務または経営

指導念書差入によって行われており、借手が債務不履行に陥ったときに、当社は支払義務を負います。 

 AVXは、米国の州や連邦政府が、様々な廃棄物処理場や事業用地での環境汚染の浄化修復費用の負担を求める

行政手続きにおいて、「潜在的責任当事者」として指定されています。AVXは、これらの行政手続きの経過を注

視し、自社の権益を守るように努めています。また、これらの行政手続きに基づき、AVXの負担となる見積金額

については、引当金を計上しています。   

  AVXは、平成20年３月期において、米国環境保護局及び米国司法省より、米国マサチューセッツ州ニューベッ

ドフォード湾の環境問題に関する平成３年の同意判決における交渉再開条項の行使を米国政府が検討している旨

の通知を受けました。また平成19年12月６日まで（当該浄化活動は現在も継続中）の汚染浄化費用が約28,665百

万円相当額になるとの提示を受けました。AVXは本件とその費用についての調査を完了しておらず、また他社に

責任があるかについても検討中です。 

 平成20年４月１日、AVXは米国環境保護局より、今後のニューベッドフォード湾において行われる浄化作業

が、数百億円を超える見通しになると通知されました。これについてAVXは米国司法省、米国環境保護局、並び

にマサチューセッツ州と更に協議を行う予定です。 

 本件が当社の財政状態あるいは経営成績に与える潜在的な影響については、現時点では算定できない状況で

す。 

 当社は通常の事業活動を営む上で、様々な訴訟や賠償要求を受けています。当社は、法律専門家と相談の上

で、こうした偶発債務が重要な結果を引き起こす可能性を予測しています。当社は、不利益な結果を引き起こす

可能性が高く、かつ、その金額を合理的に見積ることができる場合には、当該債務を計上します。 

 しかし、それら偶発債務の最終的な結論が、当社の財政状態あるいは経営成績に重大な影響を与えることはな

いと考えています。 

９ 契約債務及び偶発債務

  平成21年９月30日現在 

１年以内  4,842

１年超２年以内  3,177

２年超３年以内  2,228

３年超４年以内  1,614

４年超５年以内  984

５年超  1,670

計  14,515
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   ①配当金支払額 

  

   

②基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間後

となるもの 

  

  

 前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間における株主資本、非支配持分並びに純資産の変動

は次のとおりです。 

  （百万円）

  前第２四半期連結累計期間、当第２四半期連結累計期間、前第２四半期連結会計期間並びに当第２四半期連結

会計期間における四半期包括利益（△損失）の内訳は次のとおりです。 

（百万円）

10 純資産

  株式の種類   
配当金の総額
（百万円）  

１株当たり
配当額（円）  基準日   効力発生日   配当の原資

平成21年６月25日 

定時株主総会決議 
普通株式    11,012    60  

平成21年 

３月31日 
 

平成21年 

６月26日  
  利益剰余金 

  株式の種類   
配当金の総額
（百万円）  

１株当たり
配当額（円）  基準日   効力発生日   配当の原資

平成21年10月30日 

取締役会決議 
普通株式    11,011    60  

平成21年 

９月30日 
 

平成21年 

12月７日  
  利益剰余金 

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日） 

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日  
 至 平成21年９月30日） 

  株主資本   非支配持分   純資産   株主資本   非支配持分   純資産 

期首残高 1,451,165   65,002   1,516,167    1,323,663    59,425   1,383,088

会計基準編纂書715 (旧基準書

158号) の適用に伴う期首影響額 
△940 △26 △966  －   －  －

四半期包括利益（△損失） 37,046   3,041   40,087     9,979    △811   9,168

支払配当金 △11,367    －   △11,367    △11,012    －   △11,012

非支配持分への支払配当金  －   △839   △839    －     △871   △871

その他 2,937   △615    2,322     △56     934   878

四半期末残高 1,478,841   66,563   1,545,404    1,322,574     58,677   1,381,251

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日） 

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日  
 至 平成21年９月30日） 

  株主資本   非支配持分   純資産   株主資本   非支配持分   純資産 

 四半期純利益 45,249   2,618   47,867    8,728    2,147   10,875

 未実現有価証券評価損益 △9,309   △61   △9,370     17,279     83   17,362

 未実現デリバティブ評価損益 △247   △107   △354    △45    65   20

 年金調整額 △950   41   △909     △434     △67   △501

 為替換算調整勘定 2,303   550   2,853     △15,549     △3,039   △18,588

四半期包括利益（△損失） 37,046   3,041   40,087     9,979    △811   9,168
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（百万円）

 その他費用の補足情報は次のとおりです。 

 前第２四半期連結累計期間及び前第２四半期連結会計期間における販売費及び一般管理費には、国内外で 

一部の不動産を売却したことによる利益10,557百万円、及び電子デバイス関連事業における有機EL事業の長期

性資産に係る減損損失2,309百万円が含まれています。 

 
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日） 

 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日  
 至 平成21年９月30日） 

  株主資本   非支配持分   純資産   株主資本   非支配持分   純資産 

 四半期純利益 23,287   1,421   24,708    9,188    1,273   10,461

 未実現有価証券評価損益 △25,964   △54   △26,018     △2,531     32   △2,499

 未実現デリバティブ評価損益 15   9   24    △227    △4   △231

 年金調整額 △442   17   △425     △184     52   △132

 為替換算調整勘定 △18,226   △3,038   △21,264     △15,366     △2,705   △18,071

四半期包括利益（△損失） △21,330   △1,645   △22,975     △9,120    △1,352   △10,472

11 その他費用の補足情報

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日）

研究開発費（百万円）  35,362    26,015

広告宣伝費（百万円）  4,690    3,578

販売費及び一般管理費に含まれる 

出荷費用（百万円） 
 9,353    6,316

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日）

研究開発費（百万円）  18,448    12,892

広告宣伝費（百万円）  2,456    2,025

販売費及び一般管理費に含まれる 

出荷費用（百万円） 
 4,801    3,286
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 当社は、ファインセラミック技術を用いた部品及びファインセラミック応用品並びに通信機器、情報機器等の

製造販売を行っており、それらの事業を「ファインセラミック部品関連事業」、「半導体部品関連事業」、「フ

ァインセラミック応用品関連事業」、「電子デバイス関連事業」、「通信機器関連事業」、「情報機器関連事

業」並びに「その他の事業」の７つのレポーティングセグメントに区分しています。 

 「ファインセラミック部品関連事業」には、情報通信用部品、サファイア基板、半導体製造装置用部品、液晶

製造装置用部品、自動車用部品、並びに一般産業機械用部品等が含まれています。 

 「半導体部品関連事業」には、水晶／SAWデバイス用セラミックパッケージ、CCD／CMOSイメージセンサー用セ

ラミックパッケージ、LSI用セラミックパッケージ、無線通信用パッケージ、光通信用パッケージ・部品、並び

に有機多層パッケージ・多層基板等が含まれています。 

 「ファインセラミック応用品関連事業」には、住宅用・産業用太陽光発電システム、太陽電池セル・モジュー

ル、切削工具、マイクロドリル、医科用・歯科用インプラント、宝飾品、並びにファインセラミック応用商品等

が含まれています。 

 「電子デバイス関連事業」には、セラミックコンデンサ、タンタルコンデンサ、タイミングデバイス[TCXO、

水晶振動子、水晶発振器、セラミック発振子］、SAWデバイス、高周波モジュール、EMIフィルタ、コネクタ、サ

ーマルプリントヘッド、インクジェットプリントヘッド、アモルファスシリコンドラム、並びに液晶ディスプレ

イ等が含まれています。 

 「通信機器関連事業」には、符号分割多重接続（CDMA）方式携帯電話端末、並びにパーソナルハンディフォン

システム（PHS）関連製品［PHS端末、PHS基地局］等が含まれています。 

 「情報機器関連事業」には、エコシス・プリンタ、複写機、並びにデジタル複合機等が含まれています。 

 「その他の事業」には、通信エンジニアリング事業、情報システム・ネットワークのインテグレーション事

業、データセンター事業、経営コンサルティング事業、電子部品材料、電気絶縁材料、成形品、並びにホテル事

業等が含まれています。 

 セグメント間の内部収益及び振替額は市場実勢価格に基づいています。報告すべきセグメント間の取引は重要

性がなく、分離表示していません。 

 事業利益は、純売上高から、本社部門損益、持分法投資損益、法人税等並びに非支配持分帰属損益以外の関連

原価と営業費用を差し引いたものです。 

  またKDDIグループは通信機器関連事業における重要な顧客であり、KDDIグループ向け売上高及び連結売上高に

占める割合は次のとおりです。 

  

  

  

 前第２四半期連結会計期間、当第２四半期連結会計期間、前第２四半期連結累計期間並びに当第２四半期連結

累計期間のセグメント情報は次のとおりです。 

  

12 セグメント情報

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日）

KDDIグループ向け売上高（百万円）  36,016    25,408

連結売上高に占める割合（％）  11.0    9.8

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日）

KDDIグループ向け売上高（百万円）  81,878    43,634

連結売上高に占める割合（％）  12.4    9.0
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【事業の種類別セグメント情報】  

  
前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  18,569  12,254

半導体部品関連事業  41,105  34,138

ファインセラミック応用品関連事業  45,090  37,012

電子デバイス関連事業  70,304  49,089

通信機器関連事業  59,423  42,946

情報機器関連事業  64,623    57,395

その他の事業  34,128  31,006

調整及び消去  △6,283  △5,338

連結売上高  326,959  258,502

             

事業利益（△損失）（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  1,086  △783

半導体部品関連事業  4,527  2,785

ファインセラミック応用品関連事業  11,421  3,239

電子デバイス関連事業  804  2,591

通信機器関連事業  △3,524  △2,145

情報機器関連事業  5,312  6,262

その他の事業  13,326  1,824

事業利益計  32,952  13,773

本社部門損益  2,054  2,201

持分法投資損益  2,073  420

調整及び消去  24  51

税引前四半期純利益  37,103  16,445

             

減価償却費及び償却費（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  1,966  1,436

半導体部品関連事業  3,798  2,382

ファインセラミック応用品関連事業  2,615  2,512

電子デバイス関連事業  6,506  4,229

通信機器関連事業  4,497  2,323

情報機器関連事業  3,421  3,029

その他の事業  1,497  1,134

本社部門  666  595

合      計  24,966  17,640
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前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日）

設備投資額（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  1,282  462

半導体部品関連事業  2,035  1,229

ファインセラミック応用品関連事業  3,504  2,130

電子デバイス関連事業  4,392  1,132

通信機器関連事業  846  831

情報機器関連事業  6,313  1,265

その他の事業  509  691

本社部門  132  224

合      計  19,013  7,964
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前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  37,345  21,521

半導体部品関連事業  82,272  62,216

ファインセラミック応用品関連事業  86,253  66,883

電子デバイス関連事業  138,018  94,461

通信機器関連事業  135,418  79,749

情報機器関連事業  125,737    111,151

その他の事業  66,306  57,825

調整及び消去  △12,632  △9,903

連結売上高  658,717  483,903

             

事業利益（△損失）（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  2,886  △3,583

半導体部品関連事業  10,725  4,470

ファインセラミック応用品関連事業  20,728  4,364

電子デバイス関連事業  6,033  328

通信機器関連事業  △2,373  △7,503

情報機器関連事業  12,199  8,360

その他の事業  13,869  1,798

事業利益計  64,067  8,234

本社部門損益  6,235  7,312

持分法投資損益  3,558  1,497

調整及び消去  148  105

税引前四半期純利益  74,008  17,148

             

減価償却費及び償却費（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  3,796  2,810

半導体部品関連事業  6,897  4,557

ファインセラミック応用品関連事業  4,894  4,964

電子デバイス関連事業  12,332  8,537

通信機器関連事業  9,014  4,984

情報機器関連事業  6,399  6,506

その他の事業  3,250  2,299

本社部門  1,352  1,237

合      計  47,934  35,894
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前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日）

設備投資額（百万円）            

ファインセラミック部品関連事業  2,553  711

半導体部品関連事業  4,177  2,337

ファインセラミック応用品関連事業  5,816  3,446

電子デバイス関連事業  10,319  2,082

通信機器関連事業  2,078  1,549

情報機器関連事業  8,077  1,890

その他の事業  1,719  1,029

本社部門  2,241  518

合      計  36,980  13,562
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【地域別セグメント情報】（外部顧客への仕向地別情報） 

  

 「欧州」、「アジア」、「その他の地域」に含まれるそれぞれの国のうち、連結売上高に占める割合が重要

な国はありません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

日本  129,333  111,702

欧州  61,132  49,607

米国  56,225  41,950

アジア  58,657  43,215

その他の地域  21,612  12,028

連結売上高  326,959  258,502

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

日本  269,168  199,716

欧州  118,078  93,750

米国  117,174  84,750

アジア  111,834  82,156

その他の地域  42,463  23,531

連結売上高  658,717  483,903
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【所在地別セグメント情報】（非監査） 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

日本  136,750  115,520

所在地間内部売上高  111,068  78,904

   247,818  194,424

欧州  63,196  51,244

所在地間内部売上高  8,058  6,907

   71,254  58,151

米国  68,628  49,909

所在地間内部売上高  7,053  6,717

   75,681  56,626

アジア  51,595  37,105

所在地間内部売上高  59,346  34,991

   110,941  72,096

その他の地域  6,790  4,724

所在地間内部売上高  3,647  3,145

   10,437  7,869

調整及び消去  △189,172  △130,664

連結売上高  326,959  258,502

             

事業利益（百万円）            

日本  15,211  7,010

欧州  2,171  551

米国  55  1,370

アジア  14,316  3,962

その他の地域  138  806

事業利益計  31,891  13,699

本社部門損益  2,054  2,201

持分法投資損益  2,073  420

調整及び消去  1,085  125

税引前四半期純利益  37,103  16,445
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前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

純売上高（百万円）            

日本  283,589  207,292

所在地間内部売上高  218,708  143,142

   502,297  350,434

欧州  122,509  97,000

所在地間内部売上高  16,348  12,751

   138,857  109,751

米国  141,660  100,509

所在地間内部売上高  14,826  11,452

   156,486  111,961

アジア  98,032  70,160

所在地間内部売上高  119,132  66,548

   217,164  136,708

その他の地域  12,927  8,942

所在地間内部売上高  7,149  6,254

   20,076  15,196

調整及び消去  △376,163  △240,147

連結売上高  658,717  483,903

             

事業利益（△損失）（百万円）            

日本  39,292  △1,279

欧州  4,373  △1,042

米国  2,362  2,154

アジア  18,700  6,167

その他の地域  635  1,275

事業利益計  65,362  7,275

本社部門損益  6,235  7,312

持分法投資損益  3,558  1,497

調整及び消去  △1,147  1,064

税引前四半期純利益  74,008  17,148
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 基本的及び希薄化後１株当たり金額の計算における調整表は次のとおりです。 

  

  

13 １株当たり情報

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

  当社株主に帰属する 

  四半期純利益  (百万円) 
 45,249  8,728

基本的１株当たり金額                    

当社株主に帰属する 

四半期純利益    (円)   
 238.63  47.56

希薄化後１株当たり金額                  

当社株主に帰属する 

四半期純利益      (円)  
 238.52  47.56

基本的 期中平均株式数    (千株)  189,621  183,526

ストックオプションの 

希薄化への影響            (千株) 
 85  －

希薄化後 期中平均株式数  (千株)  189,706  183,526

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

  当社株主に帰属する 

  四半期純利益  (百万円) 
 23,287  9,188

基本的１株当たり金額                    

当社株主に帰属する 

四半期純利益      (円)   
 122.73  50.06

希薄化後１株当たり金額                  

当社株主に帰属する 

四半期純利益      (円)  
 122.70  50.06

基本的 期中平均株式数    (千株)  189,740  183,525

ストックオプションの 

希薄化への影響            (千株) 
 50  －

希薄化後 期中平均株式数  (千株)  189,790  183,525
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平成21年９月24日、当社の関連会社でありPHS事業を営む㈱ウィルコムは、厳しい競争環境の中で、高速モバ

イルデータ通信を展開していくに当たり、今後の事業再生と事業継続に向けた強固な収益基盤の確立及び財務体

質の抜本的な改善を図るため、産業活力再生特別措置法所定の特定認証紛争解決手続（以下、事業再生ADR）に

基づき、事業再生実務家協会に対して、事業再生ADRの申請を行い、受理されました。 

事業再生ADRは、民事再生や会社更生等の裁判所を利用する法的整理とは異なります。事業再生ADRは、円滑な

商取引を続けることが可能な私的整理の柔軟性をベースにしながらも、公正さも加味しつつ当事者間の紛争の解

決を図るため、経済産業大臣から認定を受けた第三者機関である事業再生実務家協会が関与する制度です。 

  当社は、㈱ウィルコムの発行済株式の30％を保有し、当該株式の評価について持分法を適用しています。当社

は㈱ウィルコムに対して、主にPHS端末及びPHS基地局を販売しています。 

平成21年９月30日現在、当社の㈱ウィルコムに対する投資残高は20,059百万円であり、売掛金残高は15,557百

万円です。また、当社の㈱ウィルコムに対する純売上高は、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累

計期間において、それぞれ13,480百万円及び11,282百万円、前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会

計期間において、それぞれ6,305百万円及び5,873百万円です。 

平成21年９月30日現在、債権者会議による事業再生計画案は決議されておらず、決議される事業再生計画案の

内容によっては、今後、当社の㈱ウィルコムに対する投資と売掛金の評価、及び当社の財政状態あるいは経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当第２四半期連結会計期間末後、当四半期報告書提出日（平成21年11月12日）までの期間における、重要な後

発事象はありません。 

14 ㈱ウィルコムにおける産業活力再生特別措置法所定の特定認証紛争解決手続

15 後発事象
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中間配当  

 平成21年10月30日開催の取締役会において、中間配当金として１株につき60円（総額11,011百万円）を支払うこ

とを決議しました。  

 該当事項はありません。  

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書  

  

平成20年11月13日

京 セ ラ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

京 都 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 花 井 裕 風   印 

  
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 鍵   圭一郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京セラ株式会社

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表の注記１参照）に準拠して、京セラ株式会社及び連結子会社の平成20年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書 

  

平成21年11月12日

京 セ ラ 株 式 会 社 

取 締 役 会 御 中 

京 都 監 査 法 人 

  
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 花 井 裕 風   印 

  
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 鍵   圭一郎   印 

  
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 田 村   透   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている京セラ株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表の注記１参照）に準拠して、京セラ株式会社及び連結子会社の平成21年９月30

日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

  

追記情報 

 四半期連結財務諸表の注記２(16)に記載されているとおり、会社は平成21年４月１日より米国財務会計基準審議会の会

計基準編纂書810「連結」を適用し、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

（注）上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結

財務諸表に添付する形で別途保管しております。 
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